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犯罪防止という目的の自覚 ○ ○ ○ △
犯罪防止活動の形式性 ○ ○ △ ?
犯罪防止活動の専門性 ○ ○ △ ?
　そこで新たに提示する表2では、次のように変更を加えている4）。犯罪防止という目的の自覚につい
ては、公的機関、NPO、警備業は明確な目的として自覚した上で活動を実施しており、一様に「○」と
定めて差し支えない。表1と異なる点は、インフォーマル・コントロールである生活者を「△」とした
ことである。生活者は生活のすべてにおいて犯罪防止の目的を自覚しているわけではなく、他の三者と
比較すればその意識は希薄であるといわざるを得ない。しかし、昨今は自治体等による「地域防犯バト
ロール」と呼ばれる活動が盛んに行われており、生活者においても犯罪防止の目的は自覚される傾向が
あるといえよう。同時に、世帯ごとに居住者が犯罪防止目的に補助鍵を設置するといった対策が広く行
われるようになり、団体活動以外にも生活者自身が犯罪防止を目的とする施策を講じる傾向が伺える。
以上のような自主防犯活動の実施や世帯ごとの犯罪防止施策に対する関心の高まりを鑑み、生活者によ
る犯罪防止の目的の自覚を「△」としたのである。
　最後に犯罪防止活動の形式性と専門性について言及しておきたい。形式性と専門性にっいて、小宮
（2001：31）はフォーマル・コントロールに匹敵するほどの高度なセミフォーマル・コントn一ルが存在
する一方で、インフォーマル・コントロールと同程度の低度なセミフォーマル・コントロールも存在す
ると述べている。形式性と専門姓については、NPOと警備業を区別して捉える必要がある。本稿はNPO
を中心とする考察は行わないことから、NPOにっいては小宮の評定に従うことにする。
　本稿で重視されるのは、警備業の形式性と専門性である。警備業は一部の業務を除けば、制服・制帽
（若しくはヘルメット）をはじめ、必要に応じて警戒棒や無線機を携帯し、パトロール・カー等も用い
ながら犯罪防止の警備業務を実施している。加えて、多くの警備業者は指令室が現場の情報を管理して
おり、担当する警備員と相互に連絡を取り合いながら指令を出す系統が整備されている。つまり、警備
業者は高度に組織化されており、指示系統の整備においてはフォーマル・コントロールに匹敵するので
ある。警備業は高水準の形式性を備えたセミフォーマル・コントロールである。
　また、警備業者並びに警備員は犯罪防止活動を職務としており、犯罪防止活動の実施頻度は生活者お
よびNPOよりも高いと考えられる。この点については、警備業者が犯罪防止の技術や知識を蓄積し、自
社の警備員に高度な教育を行うことが可能であるという側面と、警備員個人が日々の勤務において経験
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と知識を蓄積していくという側面がある。この両側面を警備業者と警備員は共有し、技術、知識、経験
に裏打ちされた犯罪防止活動を展開すれば、その活動水準は極めて高いものになる。っまり、警備業は
犯罪防止活動の専門職能集団としての存在意義を有しているのであり、警備業に期待される専門性は高
いのである。実際に、フォーマル・コントロールの主体である警察も、犯罪防止に対する警備業の役割
を重視している。
　以上を踏まえ、警備業の特性をまとめてみたい。
　まず、組織の目的として、私益（利潤）の最大化だけでなく、公益（安全）の最大化も加えた。警備
業の活動は原則的に営利活動として行われることから、私益の最大化が警備業の目的であると解釈され
るのは当然である。警備業法にも「他人の需要に応じて行う」と明記されており、警備業務が警備契約
に基づいて行われ、警備契約者の安全確保が第一義的な目的とされる点に異論はない。この点に依拠す
れば、警備業による警備対象は警備契約者に限定されることになり、コントロールの広範性も局限され
る。この点において、コントロールの広範性はミクロにとどまる。
　しかしながら、警備業務実施の目的に視点を転じると、公益性の高さを指摘することが可能となる。
公益性が認められるならば、コントロールの広範性は必ずしも局限されない。広範性におけるコントロ
ール・レベルは、公益性の高まりに平行してメゾ・レベルからマクロ・レベルへと拡張されていく。こ
れは、コントロールの対象が拡大されることを意味する。以下に公益性がもたらすコントロールの拡張
について説明する。
　3－2．警備業のコントロール・レベル
　ますは、警備業の基本的特性であるミクロ・レベルのコントロールを確認したい。警備業の多くは特
定の企業又は個人と契約を締結し、警備対象者および警備対象施設の安全確保を目的として業務を遂行
する。組織の目的も、民間企業であるが故に必然的に営利追求の特1生を有する。これは、警備対象が契
約者に限定される視点である。この視点において、公益性は低度であり、私益性が先行する。それ故、
公益性の観点からみればミクロ・レベルのコントロールであるといえる。
　しかしながら、実際の警備業務において、警備業の活動が警備契約者のみを対象とするわけではない。
特に人的警備（機械警備業務以外の警備業務）においては警備対象者以外の関係者および第三者を直接
的な対象とすることは必須である。警備業務の多くは警備対象者以外の人々に対して実施されるといっ
ても過言ではない。
　この点は警備業の機能として、警備業務実施の結果として警備契約者以外にも何らかの影響を与え得
ると捉えることも可能である。しかし、機能的側面に特化した捉え方においては、警備契約締結に伴う
警備計画策定の手順を無視することになる。警備業務の実施は、警備業者と警備契約者の間で警備計画
を策定した後、原則的に当該計画に沿って遂行される。計画には、警備契約者が警備業者に求める業務
実行内容はもちろんであるが、当該業務の遂行目的として第三者の安全確保が挙げられる。換言すれば、
警備業務は第三者の安全確保を明確な目的として掲げているのである。それ故、広範性において局限的
であったコントロール・レベルを拡張して、警備業を捉える必要がある。つまり、警備契約者を対象と
するミクロ・レベルに局限されていたコントロール・レベルを、メゾ・レベル、マクロ・レベルへと拡
大していく必要があるのだ。
　メゾ・レベルのコントロールは、警備業による警備対象が物理的直接性のある第三者に拡大される。
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物理的直接性のある第三者は、警備契約者ではないが、警備契約者および警備対象施設に物理的に近接
する人々である。物理的直接1生のある第三者に対する警備活動を、メゾ・レベルのコントロールとする。
　メゾ・レベルのコントロールとして、常駐型施設警備業務を例に挙げる。これは基本的に施設の防犯
および防災に関わる業務である。この場合、施設の所有者である警備契約者に対する安全確保というよ
りは、当該施設および施設利用者の安全確保が主な目的となる。っまり、当該施設の警備を通じて施設
利用者および施設周辺の往来者に対する安全確保に寄与するという点において、メゾ・レベルのコント
ロールであるといえる。
　道路工事等に伴う交通誘導警備業務も、メゾ・レベルのコントロールである。この場合、警備契約者
は施工業者である。しかし、実際の警備業務において交通誘導警備業務の対象となるのは施工業者にと
どまらず、当該工事現場周辺を通行する第三者も対象となる。むしろ、当該工事現場の周辺を通行する
第三者の安全を確保し、支障なく通行できるように誘導するのが交通誘導警備業務の主眼である。それ
故、物理的直接性のある第三者であれば、原則的にすべての人が警備対象となるのである。
　以上がメゾ・レベルのコントロールであるが、警備業務のコントロールは物理的に直接性を持たない
第三者にも多大な影響を与えることがある。その広範性は、国家規模および国際規模のマクロ・レベル
に達する。
　マクロ・レベルのコントロールとして、常駐型施設警備業務の例を引き継いでみたい。この場合、オ
フィスビルであれば、ビルの安全が確保されることによりテナント各社とも通常業務を遂行することが
できる。ビルに異常が発生すれば、各社とも通常業務は遂行できない。それ故に生じる損害は、各社の
損害にとどまらず、各社と契約を締結している関係各社、またはその商品を利用する不特定多数の消費
者に不便を強いることにもなる。つまり、警備対象施設の安全が確保されなければ、経済的にも社会的
も重大な損失を発生させるのである。
　マクロ・レベルのコントロールを如実に表すのは、空港保安警備業務や原子力防護といった一部の第
1号警備業務、又は核物質等危険物運搬警備業務等である。例えば、空港保安警備業務の公益性は日本
国内にとどまるものではない。空港における安全確保は、多種多様の属性を有するすべての来港客に快
適な空間を提供する。同時に、輸出入される大量の物資の安全確保は、金品の巨大な物流を維持するこ
とであり、異常発生時の滞留や損失は計り知れない。航空機の安全運行を維持することも極めて重要で
あり、運行機能の麻痺は行先となる他空港にまで混乱を及ぼすことになる。もはや、警備契約にみられ
る私益獲得には帰結し得ないほどの公益性を有しているのである。このように、国家規模および国際規
模の安全確保に寄与し得るコントロールは、マクロ・レベルのコントロールであるといえる。
　以上のように、組織の目的として「私益（利潤）の最大化」とするのは警備業の一側面に過ぎず、こ
れだけを警備業の組織の目的とするのは妥当性を欠いている。警備業務の目的は常に公益性と直結する
のである。
　公益性の観点に依拠するコントロール・レベルは、受益者（対象者）についても当てはまる。むしろ、
組織の目的としての公益性の説明と概ね重複する。警備業の基本は「他人の需要」が契約に基づく需要
であるが故に、警備業の受益者は契約者を指すことになる。しかし、組織の目的と同様に、警備業務の
受益は契約者のみに限定されるのではなく、警備業務の対象としてしばしば第三者と呼ばれる不特定多
数の者が含まれていることに留意する必要がある。それ故、警備業の受益者には警備契約者だけでなく
不特定多数の者も含まれる。第1号警備業務においては警備対象施設を利用する人々の安全確保が目的
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として挙げられるのであり、警備対象施設の所有者のみの安全確保を目的とするわけではない。第2号
警備業務においては、安全確保および誘導の対象となるのは関係者にとどまらず、むしろ第三者である
通行車両や催事来場者が警備対象として大きな比率を占める。バトn一ル業務も同様であり、警備契約
を締結する自治体等が受益者であるというより、警備対象区域に居住する住民や通行人等の安全確保が
中眼に置かれている。以上を鑑みると、警備業の受益者は警備契約者にとどまらないのであるn
　個人の目的については、「給与」と「社会的貢献」の2点を挙げることができる。警備業は職務であり、
民間業者による営利活動であることに相違ない。それ故、従業する警備員にとっては、給与を得る目的
で警備業務に従事するということは絶対的に付随する目的である。しかし、近年は警備業者が無償で「防
犯教室」を開催するなどの奉仕活動が注目を浴びており、担当する従業員個人の目的にも「社会的貢献」
が含まれてくるとみてよい。警備現場においては、前章で説明した正規の警備業務以外にも簡易清掃や
道案内といった様々な付帯業務を伴うことが多い。その際、警備員は付帯業務がいかに社会的貢献にな
るかを考え、給与のことは念頭に置かないことも多い。
　参加形態（拘束時間）についても、警備業務の受注内容は多様性があり、一概に「フルタイム」であ
ると断言することはできない。短時間で終了するものがある半面、24時間体制の警備を実施する「当務」
などは、他業種におけるフルタイムとは拘束時間が大幅に異なるといえる。もっとも、給与は日給換算
の場合も多いため時間の長短にかかわらず基本給は確保されている場合が多い。それ故、時間給ではな
いという点ではフルタイムと捉えて差し支えないが、月給制の業種におけるフルタイムとは明らかに勤
務形態が異なるのである5㌧また、月給制の雇用形態であっても、勤務時間は他業種と比べて不規則で
ある場合が多い。それ故、勤務形態の多様性は警備業の特1生であるといっても過言ではない。
4．結論
　以上の考察を総括し、以下に本稿の結論を述べる。警備業は公的権限を保有しない企業活動であると
同時に、専門性を帯びた職務者集団であることから、犯罪統制3類型におけるセミフォーマル・コント
ロールに位置づけられる。また、警備業はコントロール・レベルの広範性と業態の多様性から、体系化
されたセミフォーマル・コントロールとしての独自性を有しているといえる。本稿は警備業の中でも、
犯罪統制の主体としての側面を主軸としたことから、犯罪に対するコントロールに重点が偏る。しかし、
交通・輸送・緊急通報といった広範な業務を通じて、社会安全に寄与する主体であるといえる。
　留意すべき点は、セミフォーマル・コントロールとしての警備業の位置づけは、警備業の全般に対し
て該当することである。当然ながら、警備業のセミフォーマル性は、警備業の業務拡大に伴ってその内
容も拡大する傾向にある。今後の警備業がどのような動向をみせるかにより、全体社会における警備業
の位置づけにも変化が現れる可能性があると考えられる。
5．今後の課題
　本稿は今後の警備業研究おける枠組みの提示が主眼であり、業務等についても概説にとどめてある。
警備業が犯罪統制およびその他のコントロール主体として発展的な役割を担うためには、警備業の専門
性について更なる考察を要すると考える。
　また、セミフォーマル・コントロールとしての位置づけだけにとどめるのではなく、他のコントロー
ルとの連関を実証的に明らかにする必要がある。これら3類型は連関をもって初めて有効なコントロー
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ルを形成するのであり、この点が社会学的に検討されてこそ、本研究の目的は達成されると考えてよい。
注
D例えば、有賀喜左衛門は「生活保障制度」を「セキュリティ・システム」と記載しており、セキュリ
ティは生活保障に当てられる（『有賀喜左衛門著作集IV』，p．264）。
2）「警備業法等の解釈運用基準」『警備保障新聞』平成18年6月5日号3－6面。
3）小宮（2001：32）による。同表中の記号○は高レベル、△は中レベル、×は低レベルを示す。
4）ただし、組織的・物理的な強制力については表1と変更はない。組織的・物理的な強制力は公的機関
並びに公務員が持ち得る権限であり、民間人は特別な権限は持ち得ないのである。それ故、フォーマル・
コントロールである公的機関以外はすべて「×」とした。
5）警備業者によっては時給制を敷いている場合もある。警備員雇用条件は業者により多少の差異がある。
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